
 

平成 22 年 10 月 22 日（金） 

 

議会活性化推進会議（延長後第９回）レジュメ 

 

 

１ 会議の内容 

 

  

 （１）第２次報告書について 

 

 

 （２）協議事項３「議会の公開性・透明性を高める取り組みの拡大」について 

 

 

 （３）会津若松市議会への視察調査の結果報告について 

 

 

 （４）協議事項１「議会基本条例（仮称）の検討」について 

 

 

 （５）次回の日程 

 



１ 議案及び賛否状況の市議会ホームページ掲載（平成 22 年 10 月１日より） 
別紙１

 

      （中略） 

 

議案に対する会派別賛否状況 

条例案や意見書などの議案 

 



２ 座席表の市議会ホームページ掲載（平成 22 年 10 月１日より） 

①掲載場所 

 

①

②

 

②議席表 

 

 

 

 



別紙２

議会活性化推進会議（会津若松市議会視察）調査結果（案） 

 
１ 日  時 

  平成 22 年 7 月 30 日（金） 9:25～11:35 
 
２ 場  所 

  会津若松市議会 本会議場（福島県会津若松市東栄町３－４６） 
 
３ 出 席 者 

(1) 会津若松市議会 
 田澤豊彦 議長，渡部優生 議員（視察対応担当），浅田誠 議員（視察対応担当） 

  （以下，事務局）三瓶 事務局長，井島 議事グループ副主幹，森澤 主査 
(2) 福岡市議会 
 南原 茂 座長（自民党），大石 修二 副座長（公明党），伊藤 嘉人 委員（自民党）， 
石田 正明 委員（公明党），栃木 義博 委員（民主･市民），笠 康雄 委員(みらい），

星野美恵子 委員（共産党），外井京子 議員（ネット），木村幾久 議員(社民･市政），

友納博美 議員（平成会） 
 
４ 調査目的 

  平成 20 年６月に議会基本条例を制定し，先進的な取り組みを行う福島県会津若松

市を訪問した。 

 特に注目される内容は、下記(3)～(5)に示している政策形成サイクルと議員間討

議重視の議会運営であり，これらについて，課題・運営の実際・市民への効果など

の確認・検証等のために、下記事項を中心に調査を行った。 

(1) 議会基本条例制定の経緯 
(2) 議会基本条例の概要及び特色 
(3) 市民との意見交換会を起点とした政策形成サイクル 
(4) 議員間討議重視の議会運営 
(5) 議員活動と議員報酬等との関連性及びあり方に関する研究（議会制度検討委員

会） 
 
５ 調査概要 

(1) 会津若松市議会説明 

   井島副主幹より，別添「議会基本条例をツールとした政策形成サイクルの構築・

運用と今後の課題（レジュメ編）」等に基づき説明があった。 
特に，同レジュメ，「Ⅰ議会基本条例制定のプロセス」，「Ⅱ会津若松市議会基本

条例の概要と特色」を中心に説明があった。 
 (2) 質疑 

   主な質疑は次のとおり 
  ① 議決責任と議員間討議について 

（問１）市長提案議案について議決責任を明確化することは，審査にどのような

変化があるのか。本市議会では 1 週間前の議案送付からとなり，市長提出議
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案に対する議決責任を考えると時間がなく厳しいと思う。また，議案につい

ての質疑，議案質疑が重要視されていない印象がある。議員間討議の実施に

伴い議案質疑等はどうなっているのか。 
（答）パブリックコメントの実施や附属機関での審議などである程度の情報は察

知できるが，議案は原則１週間前の送付である。送付 1 週間前に「内示会」

が行われ，会派･議員による勉強会が進められる。あわせて，所管の常任委

員長による勉強会も招集され，議員間での討議が行われ，情報交換，論点整

理，役割分担などが行われる。結果として，委員会の各議員による様々な視

点からの重層的な質問となる。委員会当日には，質疑の後，理事者の退席を

求め，再質疑の必要性を議論し，理事者の再説明を求めたりしながら，委員

会・議員の考えを明確にしていく。議決責任を果たすため，これらの議論に

ついて，５月・11 月の議会報告会で報告・説明を行っている。各議員の賛否

は広報誌で明らかになるので，賛否の理由が問われる議会報告会でも，明確

に説明できる。（レジュメ８ｐ，フロー図参照） 
（答）内示会での簡単な質問が許されているが，会期 1 週間前の議案送付の後に，

各議員や委員会（前述の）での事前調査，本会議での総括質疑，常任委員会

での質疑が行われる。 
（答）委員会における審議でも，議員ごとの議論ではなく，あらかじめ整理した

論点を中心に審議が進められる。そのことが，委員会における審議の質に変

化をもたらしている。執行部の答弁は，“議員”に対する答弁ではなく“委

員会”に対する答弁となり，各議員や委員会による採決のための事前調査と

あわせ，判断材料のひとつと位置づけられる。しかしながら，閉会中におけ

る施策等に関する調査研究がなければ，内示会からの２週間で議員間討論を

含めた審議は難しいと考えられる。 
（問２)議員間討議を始めてからの感想はどうか。 
（答）事前によく勉強して，議決責任にも耐えうる充実した議論となっている。

また，当局への意見，要望，附帯決議なども，“議会（委員会）としての意

見”との位置づけが強まり，より重く受け止められる効果が期待される。 
（答）他議員との議論で視点が広まる。当局も議員もより理解が深まっている。 
（答）議員間討議の効果として，「あいづわかまつ広報議会（平成 22 年５月号）」

５頁ないし９頁にあるように，委員会としての意見，附帯決議が掲載されて

いる。 
（問３）次年度予算の審議のために決算審査は重要と思うが，議会としての意見

等を表明することに伴って，決算審査に変化はあるのか。 
（答）例年 10 月に 10 名の委員で４日間の審査を行っている。議員間討議につい

ては，導入間もないので実例がないが定例会における常任委員会審査と同様

になると思う。実施方法は検討中であるが，事業を抽出して集中審査するこ

とも考えられる。 
 

② 質問時間について 

（問）元々民主的な風土があり，議論をつくし排除しないとのことだが，基本条
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例の制定にあたってはより民主的，市民意見の反映が必要と思う。基本条例

の制定にあたって，本会議，委員会における質問時間の配分に変化はあるの

か。 
（答）議員平等の考えに基づいており，個人質問（一般質問）については１人 20

分，本会議における質疑は１人 15 分となっている。基本条例制定後に持ち

時間の変更はない。 
 

  ③ 市民の位置づけについて 

（問）レジュメ４ｐ中の“主権者である市民”と“顧客である市民”の使い分け

はあるのか。 
（答）神原先生の考えに基づくものである。市民からの付託を受けた“議会”を

一種の“会社”と見なし，市民福祉サービスの最終提供者としての市民を“顧

客”と捉えているものである。 
 

④ 請願と陳情について 

（問）請願と陳情の取扱に差異はあるのか。本市では委員会中に市民の意見を聴

く機会はなく，取り扱い協議の際も傍聴は認めていない。 
（答）陳情は市内居住者との制限，請願は毎定例会毎に本会議への報告などの差

異はあるが，審査の上での差異はない。市民意見の聴取に関しては，一旦委

員会を休憩し意見を聴く機会を設けている。議員間討議については，委員会

の一環として傍聴を認めている。 
 

⑤ “議会の権能”について 

（問）資料編 21 頁，基本条例第８条に「議会は，市長等との立場及び権能の違

いを踏まえ，議会活動を行わなければならない」と規定されていることにつ

いて，どのような議論があったのか。意味は何か。 
（答）当然のことではあるが，確認のために規定している。具体的な対応として

は，従前は執行部の附属機関等の委員に任命されていたが，基本条例制定後

には辞退するようにしている。 
（答）最近では，公共施設の利活用に関する検討会議について，附属機関の委員

就任の打診があったが，議会の権能内での活動を目指し，就任を断っている。 
 

⑥ 広報広聴委員会について 

（問）レジュメ 11 頁記載の広報広聴委員会メンバーは毎回同じなのか。加えて，

議会に提出される議案も議会前１～２週間での提示であり，市民との意見交

換会が形骸化しないための工夫などあるか。 
（答）従前は依頼があれば，依頼内容に応じて附属機関の委員に就任していた。

基本条例制定後は，議会に提案された際に意見が言いにくいので，二元代表

制の観点から委員就任等は辞退することとしている。議会として，執行部と

は別に市民意見を聴くこととしている。広報広聴委員会は，議会としての政

策づくりの５つの柱の内の１つで，市民の要望を把握するために実施してい
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る。従前は“広報”委員会であったが，“広聴”機能を追加した。様々な意

見については，同委員会で精査し，必要に応じて議長に報告を行い，議長は

各常任委員会に振り，各常任委員会はその内容をさらに深め政策立案に繋げ

ることとしている。 
 

⑦ 発言時間並びに議会費について 

（問）質問時間については，各議員全く同じなのか。質問が集中した場合はどう

なるのか。レジュメ５頁の二元代表制を踏まえた予算の確保とは具体的にど

のようなことか。権限の獲得など考えているのか。 
（答）一般質問は６，９月議会が２日間，12 月議会が３日間としており，制限は

加えていない。発言通告締め切り３週間前頃に議会運営委員会を開催し，会

派がそれぞれの質問項目を持ち寄り，情報交換を行う。毎回 20 人程度が質

問し１人あたり答弁を含め 40 分程度なので，タイトではあるが概ね日程内

に収まっている。議会運営委員会として質問項目の調整などを行うことはな

いが，各議員間で調整を行っている。 
言うまでなく議会に予算提案権はないが，代表者会議として必要事項につ

いて文書で投げかけている。 
 

⑧ 意見交換会の詳細について 

（問１）意見交換会の単位，日程調整はどうなっているのか。 
（答）意見交換会は，15 ある小学校単位で５人ずつの５班編成で，期数，常任委

員会が分散するようにしている。段取り，日程調整はすべて議員が行ってい

る。 
（問２）選挙区などの配慮はあるのか。 
（答）“議会”としての活動であるので考慮はしていない。１回当たり３地区を

行うが，選挙区などの考慮はせず，まんべんなくローリング方式で担当して

いる。 
（問３）出席義務はあるのか。 
（答）基本条例に基づく活動であるので，原則全員で行う。 
（問４）参加者の選定方法はどうか。 
（答）回覧板や広報誌での募集を行っており，市民であれば認めている。実態と

しては，１回当たり 20 名程度で７～８割が地域の自治会長等に従事してい

る人である。地区別と分野別（福祉など）に分けて行っている。 
（問５）議論がかみ合わない場合はどうするのか。 
（答）議論がかみ合わないこともあるが，説得や執行部の代弁を行うものではな

いので，市民意見として有益に活用できるよう努めている。 
（問６）意見交換会１回当たりの流れはどうなっているのか。 
（答）５月と 11 月には，直近議会の報告や前回報告会での取り組みの報告の後

に，意見交換を行っている。 
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⑨ 住民投票条例の有無について 

（問）議会と市民意見の隔たりが大きな場合に，住民投票などの調整機能はある

のか。 
（答）住民投票条例はない。 
 

⑩ 議会基本条例制定までの会派間の調整について 

（問）“議会”としての活動に関する規定について，政党間，会派間の意見調整

はどうだったのか。 
（答）意見交換会では会派は関係なく実施しており，参加議員の協調なしには意

見交換会が十分にできない状況にある。党派間の垣根は低くなっているよう

に思う。議員間討議，一般質問に関しても，協調している。 
 

 (3) まとめ 

   会津若松市議会においては，議会基本条例の制定に伴い議員間討議が進み，次

のような実績や効果があり，その結果として，執行機関や市民との関係に変化が

生じていることが分かった。 
  ① 本会議，委員会において，議員のさまざまな視点を踏まえての重層的な質疑，

審議が行われている。 
  ② 委員会における審議では，議員ごとの議論ではなく，あらかじめ整理した論

点を中心に審議が進められているため，委員会における審議の質に変化をもた

らしている。 
③ 議員は事前によく勉強し，議決責任にも耐え得る充実した議論になっており，

当局への意見，要望，附帯決議なども議会（委員会）としての意見という位置

づけが強まっている。 
  ④ 議会の附帯決議や委員会としての意見の公表が増加している。 
  ⑤ 議会基本条例制定後は，二元代表制の観点から，議会の権能内での活動を目

指し，執行部の附属機関委員への議員の就任は辞退するようにしている。 
⑥ 議決責任を果たすため，議会における議論について，議会報告会で報告・説

明を行っている。 
 
 

（ 以 上 ） 



別紙３ 協議事項１「議会基本条例（仮称）の検討」に関する資料集 概要説明資料 
第１ 総論 
 

 議会活性化推進会議での調査研究，議論等 

 

１ 議会基本条例とは 

 

●平成21年10月23日第２回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ１  

  議会基本条例の定義について，議会基本条例という言葉を初めて使った神原勝北海学園大教授の解説を紹介し，一般的な議

会基本条例の概要について，都道府県で最初に条例を制定した三重県を参考に調査及び確認をし，これまでの議会活性化推進

会議における意見や提案の確認を行ったもの。 
 

２ 議会基本条例の全国

的な制定状況等 

●平成22年４月27日第６回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ２  

  最新の議会基本条例の全国的な制定の動きを紹介し，平成20 年度から21 年度にかけて，都道府県や政令市の中にも制定する自

治体が広がってきている状況を確認したもの。 
●平成21年10月23日第２回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ３～６  

  既に議会基本条例を制定していた三重県など４つの自治体の議会基本条例の規定内容を一覧にして比較するとともに，それら個

別の規定内容に対応する本市議会の取り組み状況と比較検討を行い，本市議会が検討を要すると考えられる規定の例を説明したも

の。 
 
第２ 各施策に係る各論 
 

議会基本条例の大項目 議会活性化推進会議での調査研究，議論等 

 

１ 議会の地位，役割，

活動原則等 

●平成22年２月10日第５回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ７～17 

  政令市及び都道府県において制定されている合計 12 の議会基本条例には，いずれも前文が置かれており，その前文に表れて

いる理念について説明したもの。 
 
２ 議会と住民の関係 

 (1)公開性（情報公開等） 

●平成22年２月10日第５回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ18～20 

  議会基本条例を制定した他都市の議会における制定後の取組み状況を把握するため，三重県議会，岩手県議会，大分市議会，会

津若松市議会を参考に，「開かれた議会（公開性・市民参加）」に関する取り組みという視点から，議会基本条例の制定による具体

的な取組事例を整理したもの。 
 

 (2)住民参加 

●平成21年12月７日第３回活性化推進会議（第２次・延長後） 

●平成22年６ 月８日第７回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ21・22 

  議員が市民に対して，直接，議会活動の報告を行ったり，重要な政策課題等について意見交換を行ったりする「議会報告会」や

「住民との意見交換会」を開催している大分市，長崎県大村市，先進的な条例と紹介されることが多い福島県の会津若松市，岩手

県，三重県伊賀市，北海道栗山町を取り上げて，議会報告会の内容，開催頻度，会場や出席議員などの調査研究を行ったもの 
●平成22年７月29日・30日会津若松市議会視察関係 Ｐ23～26 

  会津若松市議会における市民との意見交換会について，その趣旨や担当地区割や進め方の手順等の調査研究を行ったもの。 

 

３ 議会と執行機関の関

係及び議会の権限 

●平成20年８月５日第17回活性化推進会議（第２次）Ｐ27 

  本市において「出資法人等の保有する情報の議会への提供等に関する条例」や「福岡市市行政に係る重要な計画の議決等に関す

る条例」を議員提案条例で制定し，執行機関への監視機能の強化を，他都市に先駆け先進的に行っているもの。 
 
 
４ 議会の組織，会議の
運営 

 

●平成22年２月10日第５回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ28～30 

  議会基本条例を制定した他都市の議会における制定後の取組み状況を把握するため，三重県議会，大分市議会，会津若松市議会，

北海道栗山町議会などを参考に，「政策立案機能や行政監視機能などの議会の機能の強化」に関わる取り組みという視点から，議会

基本条例の制定による具体的な取組事例を整理したもの。 
●平成22年７月29日・30日会津若松市議会視察関係 Ｐ31～33 

  会津若松市議会の常任委員会における委員間討議について，その意義及び必要性，実際の常任委員会における対応等の調査研究

を行ったもの。 

●平成22年10月22日第９回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ34・35 
  本市議会は，平成 10 年４月以降，12 件の議員提案政策条例が成立し，政令市の中でも最多の成立件数になっており，議員の政

策提案が活発に行われているもの。 
 

５ 議員の政治倫理・報

酬，政務調査費，研修 

●平成22年10月22日第９回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ36～40 
  本市議会において，市議会議員政治倫理条例，特別職に係る報酬・費用弁償条例や政務調査費交付条例を制定しており，それぞ

れにおいて議会の主体的な運用がなされているところ。 
  平成19年８月に本市が開催市として，福岡県市議会議長会議員研修会を実施したもの。 

 
第３ 他都市の制定経緯等 
 

 議会活性化推進会議での調査研究，議論等 

 

１ 三重県議会基本条例 

●平成21年10月23日第２回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ41～60 

  都道府県で初めて議会基本条例を制定した三重県議会を事例として，制定の経緯，条例制定後の動きや平成 20 年７月４日に

三重県議会へ調査視察を行った調査結果などをもとに調査研究を行ったもの。 
 

２ 会津若松市議会基本

条例 

●平成22年７月29日・30日会津若松市議会視察関係資料 Ｐ61～69 

  先進的な条例として取り上げられることの多い福島県の会津若松市議会基本条例の概要やその経緯，制定後における執行部や市

民との関わり方の変化や議会活性化の状況を調査研究するため，平成22年７月29日及び30日に会津若松市議会への視察調査を行

ったもの。 
 

３ 名古屋市議会基本条 

 例 

●平成22年４月27日第６回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ70～76 

  直近の政令市における議会基本条例の制定例として，名古屋市議会基本条例をもとに，その条例の概要や制定の経緯の調査研

究・議論を行ったもの。 

 
４ 川崎市議会基本条例 

５ 栗山町議会基本条例 

●平成21年10月23日 第２回活性化推進会議（第２次・延長後）Ｐ77～86 

  政令市初の制定例として川崎市議会基本条例を，また，全国で初めての制定例として北海道栗山町議会基本条例の調査研究を行

ったもの。 
 



- 

 

「【協議事項１】議会基本条例（仮称）の検討」の各会派の意見聴取について 

 

 

議
会
基
本
条
例
に
対
す
る
意
見 

 

 

議
会
基
本
条
例
に
対
す
る
課
題 

 

 

 

※ 次回（12 月開催予定）の議会活性化推進会議において各会派の議会基本条例に対する

率直なご意見や課題等をお聞かせいただきます。 

※ 各会派の皆様に持ち寄っていただいたご意見や課題は，最終報告書への掲載を予定いた

しております。 


